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キャッシュレス決済端末及びセミセルフレジ導入事業に係るプロポーザル方式 

業者選定実施要領 

 

この要領は、キャッシュレス決済端末及びセミセルフレジ導入の業務を委託するに当た

り、業務を円滑に遂行するために最も適した事業者を契約候補者として選定することを目

的として定める。 

 

１　基本的な事項 

　(1)　件名　　　キャッシュレス決済端末及びセミセルフレジ導入事業 

　(2)　発注者　　阪南市 

　(3)　事業期間　次表のとおりとする。 

　(4)　業務内容　別紙「仕様書」のとおり 

　(5)　実施方法　公募型プロポーザル 

　(6)　上限価格　総額４，１５５，０００円（消費税及び地方消費税込み） 

内訳の上限は、それぞれ以下のとおりとする。 

・構築に関する費用の限度額　　　　：１，４９８，５００円（税込み） 

・サービス利用に関する費用の限度額：２，６５６，５００円（税込み） 

※上記上限価格には、実際の決済実績等に応じて発生する決済手数料及び振込手数

料等は含まない。 
　(7)　契約方法　阪南市財務規則（平成１３年阪南市規則第８号）の定めるところにより

契約する。 

 

２　参加資格 

本プロポーザルに参加しようとする者は、次に掲げる条件を全て満たすものとする。

なお、申請書が受理されている場合でも、要件のいずれかを満たしていないことが判明

した場合、要件を満たすまで有資格業者としては扱わないこととする。また、同一事業

者や関連事業者などで、適正な競争性が阻害されるおそれがある場合は、その参加資格

を取り消すことができるものとする。 

(1)　阪南市入札参加停止要綱（平成１３年阪南市訓令第１２号）に基づく入札参加停止

若しくは指名回避又は阪南市公共工事等暴力団排除措置要綱（平成２５年２月２１日

決裁）に基づく入札参加除外措置を受けていない者であること。 

(2)　地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の４第２項各号のいずれに

も該当しない者であること。 

(3)　成年被後見人（ただし、契約の締結及びその履行にあたり必要な認知、判断及び意

思疎通を適切に行うことができ、それを証明する医師の診断を提出できる者を除く。）

でない者であること。 

(4)　民法の一部を改正する法律（平成１１年法律第１４９号）附則第３条第３項の規定

により、なお従前の例によることとされる同法による改正前の民法（明治２９年法律

 項目 期間

 構築に関するもの 契約締結の日～令和９年３月３１日

 サービス利用に関するもの 令和９年４月１日～令和１４年３月３１日
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第８９号）第１１条に規定する準禁治産者でない者であること。 

(5)　被保佐人（ただし、契約締結のために必要な同意を得ていない者を除く。）でない

者であること。 

(6)　民法第１７条第１項の規定による契約締結に関する同意権付与の審判を受けた被

補助人（ただし、契約締結のために必要な同意を得ていない者を除く。）でない者で

あること。 

(7)　営業の許可を受けていない未成年者（ただし、契約締結のために必要な同意を得て

いない者を除く。）でない者であること。 

(8)　公募開始の日から契約締結までの日において、民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされ

ている者（同法第３３条第１項の再生手続開始の決定を受けた者を除く。）、会社更生

法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立てをして

いる者又は申立てをなされている者（同法第４１条第１項の更生手続開始の決定を受

けた者を除く。）、金融機関から取引の停止を受けている者その他の経営状態が著しく

不健全であると認められる者でないこと。 

(9)　国税及び地方税を滞納していない者であること。 

(10)　阪南市暴力団排除条例（平成２４年阪南市条例第１６号）第２条に規定する暴力

団、暴力団密接関係者等に該当しない者であること。 

(11)　本業務と同等以上とみなされる業務を提供した実績があること又は本業務に関し、

事業者が独自に新たな提案を供する意思があること。 

(12)　本業務を遂行できる体制が整えられていること。 

なお、複数の事業者による共同提案とする場合は、代表事業者を定め、代表事業者が

参加申込み、提案及び契約の手続を行うものとする。この場合、全ての構成事業者が

(1)から(10)までの要件を満たすこととし、構成事業者の一覧及び役割分担（任意様

式）を参加申込書に添付すること。また、構成事業者は、単独又は他の共同提案の構

成事業者として重複して参加することはできない。 

３　実施日程 

 項目 日程等 備考

 公募開始 令和８年１０月１６日（金）　

 
質疑書の提出期限

令和８年１０月２８日（水）　１７時

まで

 質疑に関する回答 令和８年１０月３０日（金）

 

参加申込期間

令和８年１０月１６日（金）から 

令和８年１１月５日（木）　１７時ま

で

 

 一次審査（書類審査） 令和８年１１月９日（月）（予定）　

 
提案書等の提出

令和８年１１月１２日（木）　１７時

まで

一次審査選

定者のみ

 二次審査（プレゼンテーション） 令和８年１１月１６日（月）（予定）

 審査結果の公表 令和８年１１月３０日（月）
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４　説明会 

実施しない。参加申込書等の公募に関する資料・様式などは、本市ウェブサイトか

らダウンロードすること。 

〔阪南市ウェブサイト〕 

https://www.city.hannan.lg.jp/business/10851.html 

　 

５　質疑及び回答 

　(1)　提出方法 

業務内容、提案方法等に質疑がある場合は、質疑書（様式１）を電子メールで提出

するものとし、送信後に電話にて到着の確認を行うこと。回答は、阪南市ウェブサイ

トへ掲載するが、質問のあった事業者名は公表しないものとする。 

なお、質疑書は、本市ウェブサイトからダウンロードすること。 

〔阪南市ウェブサイト〕 

https://www.city.hannan.lg.jp/business/10851.html 

　(2)　提出期限　令和８年１０月２８日（水）　１７時まで 

　(3)　提出先 

　　　阪南市　総務部　行財政構造改革推進室 

メールアドレス： jouhou@city.hannan.lg.jp 

(4)　回答日　　令和８年１０月３０日（金） 

 

６　参加申請等 

参加を希望する場合は、次により参加申込書等を提出すること。 

　(1)　提出書類 

① 参加申込書　（様式２）　　１部 

② 業務実績表　（様式３）  　１部 

③ 業務体制表　（様式４）　  １部 

④ 阪南市入札参加資格審査申請済確認書　（様式５）　１部 

※ 阪南市入札参加資格審査申請要綱に基づく入札参加資格を有している者（「指名

願」提出済者）のみ 

※ 同参加資格を有していない者は、上記提出書類に加え、以下の⑤～⑫の書類を

各１部添付すること。 

⑤ 使用印鑑届   （様式６） 

⑥ 委任状   （様式７）　 

※ 支店等に委任する場合のみ 

　　⑦ 誓約書（阪南市暴力団排除条例関係）（様式８） 

　　⑧ 誓約書（入札参加停止措置関係）（様式９） 

⑨ 商業登記簿謄本   （写し可） 

⑩ 印鑑証明書   （写し可） 

 契約締結 令和８年１２月中旬（予定）
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⑪ 納税証明書　 （写し可） 

【法人の場合】 

　　ア　国税（税務署発行） 

・法人税及び消費税（未納のない証明「その３の３」） 

　　イ　都道府県税（本社所在地の都道府県税事務所発行） 

・法人事業税 

　　ウ　阪南市民税 

※商業登記簿記載の本店の所在地が阪南市内にある者のみ 

a.法人市民税・固定資産税・軽自動車税 

（阪南市役所税務課発行の未納のない証明） 

b.代表者の市（府）民税・固定資産税・軽自動車税（代表者の市町村発行） 

【個人の場合】 

　　ア　国税（税務署発行） 

・代表者の所得税及び消費税（未納のない証明「その３の２」） 

　　イ　都道府県税（本社所在地の都道府県税事務所発行） 

・代表者の個人事業税 

　　ウ　阪南市民税 

※阪南市で事業を営み、その代表者が阪南市住民である者のみ 

・代表者の市（府）民税・固定資産税・軽自動車税 

（阪南市役所税務課発行の未納のない証明） 

⑫ 財務諸表（直近２年間分） 

※商業登記簿謄本、印鑑証明書及び納税証明書は、提出日から３か月以内のものとす

ること。写しを提出した場合で、当該参加者が契約候補者となったときは、契約締

結時までに原本を提出すること。 

　(2)　提出期間 

令和８年１０月１６日から令和８年１１月５日まで。ただし、土日祝日を除く午前

９時から１７時までとする。 

　(3)　提出方法 

持参又は郵送 

　ア　持参の場合 

　　　提出期間内の土日祝日を除く午前９時から１７時までに持参すること。 

　イ　郵送の場合 

「簡易書留」又は「一般書留」郵便にて、提出期間最終日の１７時までに阪南

郵便局に必着のこと。 

なお、局留郵便物の保管期間は１０日間であるため、郵送は提出期限の１０日

前以降に行うこと。これより前に郵送した場合、郵便局から差出人に返送され、

本市が受領できないことがあるので留意すること。 

(4)　提出先 

　ア　持参の場合 

〒599-0292　大阪府阪南市尾崎町３５番地の１ 

阪南市　総務部　行財政構造改革推進室　宛 
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　イ　郵送の場合 

〒599-0299 

阪南郵便局留 

阪南市尾崎町 35番地の 1 

阪南市役所 総務部 行財政構造改革推進室　宛 

 

７　企画提案書等の作成及び提出 

　　一次審査にて選定された者は、次により企画提案書等を提出すること。 

(1)　提出書類 

　① 提案書（様式１０）に任意様式の提案資料を添付すること。 

　　ア　仕様書の業務内容に掲げる各事項について、具体的な提案を行うこと。 

　　イ　提案趣旨やアピールポイントなどを簡潔にわかりやすく記述すること。 

　　ウ　その他ＰＲ及び独自提案についても適宜資料を添付すること。 

　　エ　市民課等における標準的な会計（手数料の選択から、現金又はキャッシュレス

による決済、レシート発行までの一連の流れ）について、職員側及び来庁者側

の操作手順を画面イメージとともに示すこと。 

　② 業務工程表（任意様式） 

　　業務工程と役割分担が具体的にわかるように提案すること。 

　　③ 見積書（様式１１） 

見積額は、消費税及び地方消費税を含む額とすること。 

④別紙２－２（黄色セルを記入したもの） 

(2)　作成上の留意点 

　① 簡易なＡ４ファイルで提出すること。 

　② 文字の大きさは、原則として１１ポイント以上とすること。 

　③ 提案書等は、表紙、目次を除き、両面印刷とする。 

④ 文書を補完するための写真、イラストの使用は、任意とする。 

⑤ 提案書等の印刷の色は、任意とする。 

⑥ 提案書等の下段余白中央にページ番号を付すこと。 

⑦ 使用言語は、日本語とする。また、提案書等の一部に広く認知されていない IT 用

語等を使用する場合は、同一ページ内に注釈を付けること。ただし、仕様書におい

て使用している IT 用語等については、注釈不要とする。 

⑧ 任意様式の提案資料の表紙には、タイトル「キャッシュレス決済端末及びセミセ

ルフレジ導入事業」、提出年月日を記載し、正本には、社名（商号）、代表者氏名を

記入の上、使用印を押印すること。 

⑨ 見積書の正本には、社名（商号）、代表者氏名を記入の上、使用印を押印すること。 

(3)　提出部数 

① 正本　１部 

② 副本　１部（参加者名を特定できる記載をしないこと。） 

③ 電子ファイル（正本及び副本をＰＤＦファイルに変換したもの）　一式 

(4)　提出期間 

一次審査の審査結果通知後、令和８年１１月１２日１７時までとする。ただし、土
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日祝日を除く９時から１７時までとする。 

(5)　提出方法 

紙媒体及び電子ファイルで提出すること。 

① 紙媒体については、持参又は郵送とする。 

　ア　持参の場合 

提出期間内の土日祝日を除く午前９時から１７時までに持参すること。 

　イ　郵送の場合 

一次審査の結果通知後に、「簡易書留」又は「一般書留」により、(6)①イ

の宛先へ送付し、提出期間最終日の１７時までに阪南郵便局に必着のこと。 

② 電子ファイルについては、提出書類の正本及び副本をＰＤＦファイルに変換し、

電子メールで提出すること。なお、電子メールの容量は７ＭＢ以下とし、上限を

超える場合は、本市と調整のうえ、クラウドストレージ等の安全な方法により提

出すること。 

(6)　提出先 

① 紙媒体の提出先 

　ア　持参の場合 

〒599-0292　大阪府阪南市尾崎町３５番地の１ 

阪南市　総務部　行財政構造改革推進室　宛 

　イ　郵送の場合 

〒599-0299 

阪南郵便局留 

阪南市尾崎町35番地の1 

阪南市役所 総務部 行財政構造改革推進室　宛 

② 電子ファイルの提出先（メールアドレス） 

jouhou@city.hannan.lg.jp 
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８　審査項目及び配点等 

(1)　一次審査（書類審査）評価基準（審査基準１） 

 

(2)　二次審査（プレゼンテーション）評価基準（審査基準２） 

 審査項目 評価項目 評価基準 配点

 
企業評価(業務遂行能力)

業務実績 様式３により評価 ３０

 業務体制 様式４により評価 ２０

 合　計 ５０

 審査項目 評価項目 評価基準 配点

 

提案書評価

機器調達･設定･設置

及び機器構成

利用者の使いやすさと窓口の効

率的な運営及び職員の事務負担

軽減を重視したものであるか。

４０

 
集計機能

集計情報が取得しやすく、職員に

とって使いやすいものであるか。
５０

 

指定納付受託業務

利用者の利便性と職員の事務負

担軽減を重視したものであるか。

特に、月末締めによる月１回の納

付、決済手数料を差し引かない全

額納付（手数料の別途請求）等、

会計処理を含む職員の事務負担

が軽減される提案となっている

か。

５０

 

研修・保守運用・サ

ポート体制

機器類及びキャッシュレス決済

を円滑に使用していくための研

修を実施するか。 
障害等が発生した場合、迅速に対

応可能なサポート体制となって

いるか。また、機器等の修理に時

間を要する場合は代替機の用意

が可能か。 
２年目以降を含む保守対象範囲、

費用負担、修理・部品交換、代替

機の提供方法等が明確であり、履

行期間を通じて安定的に継続利

用できる提案となっているか。

４０

 

キャッシュレス利用

促進

来庁者のキャッシュレス決済の

利用率向上に向け、具体的かつ実

現可能な取組（窓口での案内・掲

示、職員の声かけを支援する仕組

み、利用状況の分析・報告等）が

２０
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９　審査及び選定方法、結果 

（1） 一次審査（書類審査） 

参加申込み者が４者以上の場合は、キャッシュレス決済端末及びセミセルフレジ

導入事業に係る阪南市プロポーザル選定委員会（以下「選定委員会」という。）にお

いて、審査基準１に基づき提出書類を審査し、審査点の合計点の上位３者を選定す

る。なお、第３位となる者が複数ある場合は、業務実績評価の得点が高い者を上位

とし、それでも同点の場合は、選定委員会の委員長が決定する。また、参加申込み

者が３者以下の場合は、参加申込み者全てを一次審査による選定者とする。 

審査（選定）結果は、令和８年１１月９日までに、全ての参加者に電子メールにて

通知する。 

なお、審査結果等についての異議申立ては、一切受け付けない。 

（2） 二次審査（プレゼンテーション） 

一次審査により選定された者により、提出された提案書に基づき、二次審査とし

てプレゼンテーションを行う。なお、プレゼンテーションは、非公開とする。 

 提案されているか。また、目標の

設定や効果検証の方法が示され

ているか。

 

追加提案

本市が定める仕様書に記載のな

い事項、又は仕様書において任意

提案としている事項（２次元コー

ドスキャナ等）について、市民サ

ービスの向上、業務の効率化及び

職員の負担軽減を図ることがで

きる有用な提案があるか。 

(ただし、見積限度額内で実現可

能なもので、追加予算を必要とし

ないものに限る。)

１０

 
プレゼンテー

ション評価
プレゼンテーション

・提案書のわかりやすさ 

・提案説明のわかりやすさ 

・質疑応答

１０

 

価格評価

構築経費
最低見積額／提案額×配点 (小

数点第二位以下を切り捨て)
１０

 サービス利用経費

（60 か月）

最低見積額／提案額×配点 (小
数点第二位以下を切り捨て)

１５

 

決済手数料（年間見

込み）

別紙２－２により算出した最低

年間手数料見込み額／提案者の

年間手数料見込み額×配点（小数

点第二位以下を切り捨て）

５

 合　計 ２５０
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①　実施日時 

令和８年１１月１６日（予定） 

詳細な実施日時については、各参加者に個別通知する。なお、プレゼンテーショ

ンの実施順は、提案書の提出順とする。 

②　実施場所 

阪南市役所　本庁舎別棟２階　第４会議室（予定） 

実施場所は、変更する場合がある。変更する場合は、各参加者に個別通知する。 

③　所要時間 

準備　　　　　　　　　　　　　５分以内 

プレゼンテーション　　　　　　３５分以内 

質疑・応答　　　　　　　　　　２０分程度 

　   ④　内容 

　　　　提案書の説明とする。 

　   ⑤　出席者 

３人以内とすること。 

　 　⑥　その他 

ア　プレゼンテーションで使用する資料は、提出された提案書のみとする。ただ

し、提案書に記載した内容の説明を目的として、操作の様子を収録した動画

を使用することができる。動画の上映はプレゼンテーションの時間内に行う

ものとし、実機の持込みは認めない。なお、動画そのものを独立した評価対

象とはせず、提案内容を補足する参考資料として取り扱う。動画を使用しな

いことのみをもって減点しない。 

イ　参加者名を名乗る等、参加者を直接特定する説明を行わないこと。ただし、

提案する製品名、サービス名、画面表示等に企業名・ロゴ等が含まれること

は妨げない。 

ウ　パソコンを使用する場合は参加者が持参し、プロジェクター及びスクリーン

は本市が用意する。 

（3）契約候補者の選定 

①　審査の手順 

ア　審査基準１及び２に基づき、選定委員会において選考する。 

一次審査、二次審査における合計得点が基準（６割・１８０点）に達した者で、

最高得点者から第１位及び第２位となる参加者を契約候補者として選定する。 

なお、最高得点者が２者以上になった場合は、審査基準２の得点が高い者と

し、更に同点の場合は、委員会の委員長が決定することとする。 

イ　第１位の者とは、契約内容等について協議を行うこととする。 

なお、第１位の者との協議の結果、合意に至らなかった場合等は、第２位の

者と交渉を行うこととする。 

　　　　ウ　一次審査、二次審査における合計得点が基準（６割・１８０点）に達する参

加者がない場合は、候補者の選定を行わない。 

②　審査（選定）結果 

審査（選定）結果については、二次審査（プレゼンテーション）に参加した全て
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の者に文書により通知する。また、令和８年１１月３０日以降、本市ウェブサイト

で、契約候補者第１位及び第２位の者のみの商号及び得点を公表する。 

なお、審査（選定）結果等についての異議申立ては、一切受け付けない。 

 

１０　契約の手続 

（1） 仕様書及び契約候補者の提案書等の内容を基本に協議の上、阪南市財務規則に基

づき契約を締結する。 

（2） 原則として契約候補者の提案書等の記載内容を契約時の仕様とするが、本業務の

目的達成のため必要な範囲において、契約候補者との協議により項目を追加、変

更及び削除することがある。また、これにより見積額を超えない範囲で、契約内

容及び契約額等の調整を行うことがある。 

（3） 上記（2）の調整後、契約候補者は、見積書を再度提出すること。 

（4） 上記（3）において提出された見積書に記載の金額のうち、構築に該当するもの

（機器を含む）と、サービス利用に該当するものについて、分けて契約を締結す

るものとする。なお、決済手数料及び振込手数料等は、実際の決済実績等に応じ

て別途支払う（立替金から差し引く方法を含む。）ものとする。 

（5） 契約保証金は、下記ア～エの中から一つを選択するものとする。ア～ウを選択し

た場合は、契約金額の１００分の１０以上に相当する額とする。エを選択した場

合は、本市が定める基準範囲において１名立てること。なお、契約金額が１千万

円以下の場合、契約保証金は免除とする。 

ア　契約保証金（現金） 

イ　銀行又は市長が確実と認める金融機関の保証 

ウ　履行保証保険 

エ　契約保証人 

 

１１　その他留意事項 

(1)  本プロポーザルに要する経費及び提出にかかる費用は、全て参加者の負担とす

る。 

(2)  市が必要と認めるときは、追加書類の提出を求める場合がある。 

(3)  提案書等は、１参加者につき１案とする。 

(4)  提出期限後の提案書等の修正又は変更は、原則として認めない。 

(5)  提案書等、本プロポーザルに係る全ての提出物は返却しないものとする。 

(6)  提案書等は、契約候補者の選定のために使用するが、情報公開請求があった場

合、阪南市情報公開条例（平成１２年阪南市条例第２６号）に基づく公開の対象と

なる。 

(7)  電子メールや郵送等の通信事故については、本市はいかなる責任も負わない。 

(8)  次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

① 参加資格要件を満たさなくなった場合 

② 提案書等が提出期限までに提出されなかった場合 

③ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

④ 見積額が実施要領に定める上限価格（総額又は各内訳の上限額）を超えている



11 

場合 

⑤ 二次審査（プレゼンテーション）に参加しなかった場合 

⑥ 審査（選定）の公平性を害する行為があった場合 

⑦ ①～⑥に定めるもののほか、著しく信義に反する行為があった場合 

（9） 参加申込後に辞退する場合は、第二次審査実施日時までに辞退届（任意様式）を

提出すること。 

 

１２　担当部署・問合せ先 

　　阪南市役所　総務部　行財政構造改革推進室 

　　　〒599-0292　大阪府阪南市尾崎町３５番地の１ 

　　　電話：072-489-4504（内線 2336・2335） 

　　　メールアドレス：jouhou@city.hannan.lg.jp


